
熊谷市在宅重症心身障害児の家族に対するレスパイト

ケア事業補助金交付要綱

（令和３年３月２３日副市長決裁）

（趣旨）

第１条 この要綱は、人工呼吸器を使用する等、医療的ケアを

必要とする在宅の重症心身障害児等を介助する家族の精神

的及び身体的負担の軽減を図ることを目的とし、事業を実施

する事業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付する

事に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 前項の補助金の交付に関しては、熊谷市補助金等の交付手

続等に関する規則（平成１７年規則第５９号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところに

よる。

（定義）

第２条 この要綱において、重症心身障害児等とは、別表１の

判定基準に定めるものとする。

（補助対象事業）

第３条 補助金の対象となる事業は、次のとおりとする。

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する短期入所

事業（以下「短期入所事業」という。）

⑵ 熊谷市障害者等日中一時支援事業実施要綱（平成１８年

９月１１日決裁）に規定する日中一時支援事業（以下「日

中一時支援事業」という。）

（補助対象事業者）

第４条 補助金の交付を受けることができる事業者（以下「補

助対象事業者」という。）は、次の各号に掲げる事業の区分に
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応じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。

⑴ 短期入所事業 医療機関又は医療型障害児入所施設にお

いて医療型短期入所を行う県内事業者

⑵ 日中一時支援事業 熊谷市に登録し、かつ看護師等の専

門スタッフを配置した県内事業者

（補助対象経費等）

第５条 補助金の対象となる経費は別表２のとおりとする。

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、別表２に定める事業ごとに、補助基準

額又は前条に規定する経費の実支出額のいずれか低い額（そ

れぞれの額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額）とする。

（実施申請）

第７条 補助対象事業を実施しようとする事業者は、熊谷市在

宅重症心身障害児（者）の家族に対するレスパイトケア事業

実施申請書（様式第１号）を年度ごとに市長に提出しなけれ

ばならない。

２ 前項に規定する事業者が同項の申請書を提出するときは、

次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、過年度

に添付した書類の内容に変更がないときは、この限りではな

い。

⑴ 医療的ケアの状況（様式第２号）

⑵ 主として事業に携わる看護師等の専門スタッフの履歴書

の写し（日中一時支援事業を行う事業者に限る）

（事業実施の決定）

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速や

かにその内容を審査し、実施の適否を決定し、その旨を熊谷



市在宅重症心身障害児（者）の家族に対するレスパイトケア

事業実施決定通知書（様式第３号）により申請者に通知する

ものとする。

（補助金の交付申請）

第９条 補助金の交付を受けようとする者は、熊谷市在宅重症

心身障害児（者）の家族に対するレスパイトケア事業補助金

交付申請書（様式第４号）に、熊谷市在宅重症心身障害児（者）

の家族に対するレスパイトケア事業実施報告書（様式第５号）

を添えて、第３条に規定する事業を行った日の属する月の翌

月１０日又は当該事業を行った日の属する年度の末日のいず

れか早い日までに、これを市長に提出しなければならない。

（交付等の決定）

第１０条 市長は、補助金の交付を決定したときは、熊谷市在

宅重症心身障害児（者）の家族に対するレスパイトケア事業

補助金交付・却下決定通知書（様式第６号）により補助対象

事業者に通知するものとする。

（実績報告）

第１１条 前条の規定により交付決定を受けた補助対象事業

者（以下「交付決定事業者」という。）は、当該決定に係る

補助金の額が第１０条と同額であるときは、熊谷市補助金等

の交付手続等に関する規則第１２条に規定する実績報告書

を省略することができる。

（補助金の交付の請求）

第１２条 交付決定事業者は、補助金の交付を請求しようとす

るときは、熊谷市在宅重症心身障害児（者）の家族に対する

レスパイトケア事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長

に提出しなければならない。



（決定の取消し等）

第１３条 市長は、交付決定事業者が偽りその他不正の行為に

より補助金の交付を受けたときは、交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。

２ 市長は、前項の規定により交付決定の全部又は一部を取り

消したときは、熊谷市在宅重症心身障害児（者）の家族に対

するレスパイトケア事業補助金交付決定取消通知書（様式第

８号）により交付決定事業者に通知するものとする。

３ 交付決定事業者は、前項の通知書により補助金の全部又は

一部の返還を命ぜられたときは、市長が別に定める日までに

当該補助金を返還しなければならない。

（書類の保管）

第１４条 交付決定事業者は、交付決定を受けた補助金に係る

当該収入、支出、実施状況等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、証拠書類を整備保管しておかなければならない。

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助金の交付に係る

会計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に係る

必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（熊谷市在宅超重症心身障害児の家族に対するレスパイトケ

ア事業補助金交付要綱の廃止）

２ 熊谷市在宅超重症心身障害児の家族に対するレスパイト

ケア事業補助金交付要綱（平成２７年１２月８日決裁）は、



廃止する。

（熊谷市在宅超重症心身障害児の家族に対するレスパイトケ

ア事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置）

３ こ の 要 綱 の 施 行 の 日 前 ま で に 前 項 の 規 定 に よ る 廃 止 前 の

熊 谷 市 在 宅 超 重 症 心 身 障 害 児 の 家 族 に 対 す る レ ス パ イ ト ケ

ア 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 に よ り 補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た 事

業者については、同要綱の規定は、この要綱の施行後も、な

おその効力を有する。

（この要綱の失効）

４ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。

（失効に伴う経過措置）

５ 前項の規定にかかわらず、令和８年３月３１日までに第６

条第１項の規定による申請をした事業者に係る第３条から第

１５条までの規定は、同日後もなおその効力を有する。


